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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
（Ａ）１．５ｍｍから４ｍｍの範囲の平均気泡サイズ、及びＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法
Ａに従って測定して４０％以下の連続気泡含量を有するポリマー発泡体を用意し、そして
（Ｂ）ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法Ａに従って測定して発泡体の連続気泡含量が、工程（
Ａ）のポリマー発泡体に比較して少なくとも１０％増大してＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法
Ａに従って測定して少なくとも２０％の連続気泡含量を有する有孔ポリマー発泡体を得る
ように、工程（Ａ）で用意されたポリマー発泡体にポリマー発泡体の表面で孔を開けて、
その表面からポリマー発泡体中に延在する複数の有孔チャンネルを形成し、
　孔開け工程（Ｂ）は、工程（Ｂ）で形成される有孔チャンネルの平方センチメートルあ
たりの数、「ＰＤ」、が式（Ｉ）によって決定される値を有するように行われ、
　　　　　　ＰＤ≧Ｘ／（ＡＣＳ）２　　　　（Ｉ）
（ここで、「ＡＣＳ」は、ＡＳＴＭ　Ｄ３５７６に従ってミリメートルで測定された工程
（Ａ）で用意されるポリマー発泡体の平均気泡サイズを表し、「Ｘ」は４に等しい）ここ
でＰＤは１０平方センチメートルあたり少なくとも３０有孔チャンネルであり、及び／ま
たはＡＣＳは少なくとも３ｍｍであることを特徴とする改良された断熱性能を有する多孔
性の吸音ポリマー発泡体を製造する方法。
【請求項２】
　工程（Ｂ）が、工程（Ｂ）により形成される有孔チャンネルの平均直径の２倍以上の平
均距離で互いに離れているポリマー発泡体の表面の少なくとも７つの異なる場所で行われ
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る請求項１の方法。
【請求項３】
　工程（Ｂ）が、０．１から３ｍｍの範囲の平均直径を有する有孔チャンネルを形成する
請求項１または２の方法。
【請求項４】
　工程（Ａ）のポリマー発泡体が、工程（Ｂ）により孔を開けられた表面に垂直な少なく
とも２５ｍｍの平均厚さを有する請求項１乃至３の何れか１つの項の方法。
【請求項５】
　工程（Ａ）のポリマー発泡体が、ポリマー発泡体の表面の下少なくとも５ｍｍの平均深
さに、工程（Ｂ）に従って孔を開けられる請求項４の方法。
【請求項６】
　ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法Ａによるポリマー発泡体の連続気泡含量が、工程（Ｂ）の
後に５０％以下である請求項１乃至５のいずれか１つの項の方法。
【請求項７】
　式（ＩＩ）に従って行われる請求項１乃至６の何れか１つの項の方法。
　　　Ｚ×％ＯＣＣ／（１００－％ＯＣＣ）≦（ＰＤ）　　　（ＩＩ）
（ここで、「ＰＤ」は、工程（Ｂ）により形成される平方センチメートルあたりの有孔チ
ャンネルの数を表し；「％ＯＣＣ」は、ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法Ａに従って測定され
た工程（Ｂ）により形成される有孔ポリマー発泡体の連続気泡含量パーセントを表し；そ
して「Ｚ」は、１に等しい正の整数である）
【請求項８】
　ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法Ｃによるポリマー発泡体の連続気泡含量が、工程（Ｂ）の
後に５０％以下である請求項１乃至７の何れか１つの項の方法。
【請求項９】
　工程（Ａ）で用意されるポリマー発泡体の平均気泡サイズが、２から４ｍｍの範囲であ
る請求項１乃至８の何れか１つの項の方法。
【請求項１０】
　工程（Ａ）で用意されるポリマー発泡体の密度が、４０ｋｇ／ｍ３より低い請求項１乃
至９の何れか１つの項の方法。
【請求項１１】
　工程（Ａ）で用意されるポリマー発泡体が、ポリプロピレン樹脂を含有する熱可塑性ポ
リマー発泡体である請求項１乃至１０の何れか１つの項の方法。
【請求項１２】
　工程（Ａ）で用意されるポリマー発泡体が、２５ｋｇ／ｍ３を下回る密度及び少なくと
も２ｍｍの平均気泡サイズ、少なくとも０．２の平均吸音係数、及び少なくとも１１０℃
の熱変形温度を有する多孔性の熱可塑性ポリマー発泡体であり、熱可塑性ポリマーが、
（Ａ）（１）１．５以下のｔａｎδ値、（２）少なくとも７センチニュートン（ｃＮ）の
溶融張力及び／または（３）少なくとも１０センチニュートン（ｃＮ）の溶融強さを有す
る少なくとも１種の主にアイソタクチックなプロピレンポリマー、そして
（Ｂ）６５：３５以下の重量比でプロピレンポリマーとブレンドされるフリーラジカル工
程をへて生成された少なくとも１種のエチレンポリマー樹脂
からなる請求項１乃至１１の何れか１つの項の方法。
【請求項１３】
　式（Ｉ）の「Ｘ」が６に等しい請求項１乃至１２の何れか１つの項の方法。
【請求項１４】
　式（Ｉ）の「Ｘ」が７に等しい請求項１乃至１２の何れか１つの項の方法。
【請求項１５】
　式（Ｉ）の「ＡＣＳ」が少なくとも３ｍｍである請求項１乃至１４の何れか１つの項の
方法。
【請求項１６】
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　前記方法により得られた多孔質の吸音ポリマーが、工程（Ｂ）により製造されるポリマ
ー発泡体の有孔表面を１０℃で水に曝露し、次にポリマー発泡体から表面の水分を除いた
後に測定して７０ｍＷ／ｍＫ以下の熱伝導率を有する請求項１乃至１４の何れか１つの項
の方法。
【請求項１７】
　請求項１乃至１６の何れか１つの項の方法に従って得ることのできる多孔性のポリマー
発泡体。
【請求項１８】
　音響絶縁としての請求項１７のポリマー発泡体の用途。
【請求項１９】
　戸外の環境に曝される車両における請求項１８の用途。
【請求項２０】
　高湿度の環境における請求項１８または１９の用途。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、吸音及び断熱の両者の末端の用途に有用な押し出された多孔性熱可塑性ポリマ
ー発泡体に関する。
【０００２】
【従来の技術】
望ましい吸音性を有するポリマー発泡体は、周知である。熱可塑性物質から製造された多
くのものも周知である。しかし、熱可塑性ポリオレフィン発泡体を使用する欠点の１つは
、それらが一般に吸音及び断熱の両者に適していないということである。吸音は、一般に
、連続気泡発泡体またはそれと多孔性発泡体との組み合わせの使用を必要とするものと考
えられるが、一方断熱は、一般に、独立気泡発泡体または多孔性発泡体を必要とするもの
と考えられる。連続気泡発泡体は、それらが水を吸収し勝ちであり、それらの断熱の価値
をさらに低下させるために、水に曝される環境ではさらに不利であると考えられる。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
そのため、特に高湿度の環境において、これら２つの使用が可能な改良された熱可塑性ポ
リマー発泡体物質の需要がなお存在する。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
　本発明の１つの態様は、
（Ａ）１．５ｍｍから４ｍｍの範囲の平均気泡サイズ、及びＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法
Ａに従って測定して４０％以下の連続気泡含量を有するポリマー発泡体を用意し、そして
（Ｂ）ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法Ａに従って測定して発泡体の連続気泡含量が、工程（
Ａ）のポリマー発泡体に比較して少なくとも１０％増大してＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法
Ａに従って測定して少なくとも２０％の連続気泡含量を有する有孔ポリマー発泡体を得る
ように、工程（Ａ）で用意されたポリマー発泡体にポリマー発泡体の表面で孔を開けて、
その表面からポリマー発泡体中に延在する複数の有孔チャンネルを形成し、
　孔開け工程（Ｂ）は、工程（Ｂ）で形成される有孔チャンネルの平方センチメートルあ
たりの数、「ＰＤ」、が式（Ｉ）によって決定される値を有するように行われ、
　　　　　　ＰＤ≧Ｘ／（ＡＣＳ）２　　　　（Ｉ）
（ここで、「ＡＣＳ」は、ＡＳＴＭ　Ｄ３５７６に従ってミリメートルで測定された工程
（Ａ）で用意されるポリマー発泡体の平均気泡サイズを表し、「Ｘ」は４に等しい）ここ
でＰＤは１０平方センチメートルあたり少なくとも３０有孔チャンネルであり、及び／ま
たはＡＣＳは少なくとも３ｍｍであることを特徴とする改良された断熱性能を有する多孔
性の吸音ポリマー発泡体を製造する方法である。
【０００５】
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　本発明の他の態様は、上記の方法に従って得ることのできる多孔性のポリマー発泡体及
び吸音としてのそれらの用途である。含まれるのは、１．５ｍｍから４ｍｍの範囲の平均
気泡サイズ及びＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法Ａに従って測定して５０％以下の連続気泡含
量を有するポリマー発泡体からなる吸音及び断熱に有用な多孔性のポリマー発泡体であり
、それは以下の式（ＩＩ）
　　　Ｚ×％ＯＣＣ／（１００－％ＯＣＣ）≦（ＰＤ）　　　（ＩＩ）
（ここで、「ＰＤ」は、工程（Ｂ）により形成される平方センチメートルあたりの有孔チ
ャンネルの数を表し；「％ＯＣＣ」は、ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６、方法Ａに従って測定して
工程（Ｂ）により形成される有孔ポリマー発泡体の連続気泡含量パーセントを表し；そし
て「Ｚ」は、１に等しい正の整数である）
に従ってポリマー発泡体中にその表面から延在する複数の有孔チャンネルを有する。ポリ
マーは、好ましくは、
（Ａ）（１）１．５以下のｔａｎδ値、（２）少なくとも７センチニュートン（ｃＮ）の
溶融張力及び／または（３）少なくとも１０センチニュートン（ｃＮ）の溶融強さを有す
る少なくとも１種の主にアイソタクチックなプロピレンポリマー、そして
（Ｂ）６５：３５以下の重量比でプロピレンポリマーとブレンドされるフリーラジカル工
程をへて生成された少なくとも１種のエチレンポリマー樹脂
である。ポリマー発泡体は、好ましくは２５ｋｇ／ｍ３より低い密度を有する。
【０００６】
１．発泡体を製造するための成分
本発明のポリマー発泡体に好適な熱可塑性樹脂は、押し出し法により発泡可能なすべての
タイプの熱可塑性ポリマー及びそれらのブレンドを含む。本発明に好適な熱可塑性ポリマ
ー樹脂の例は、ポリスチレン及びポリオレフィンの樹脂を含むがこれらに限定されず、そ
してポリエチレン樹脂、ポリプロピレン樹脂、並びにエチレン－スチレンインターポリマ
ー（ＥＳＩ）樹脂とポリオレフィン樹脂とのブレンド、例えばポリエチレン及びＥＳＩま
たはプロプロピレン及びＥＳＩとポリエチレン樹脂とのブレンド、ポリエチレン樹脂のコ
ポリマーを含み、ポリエチレン樹脂のブレンドが好ましい。これら樹脂の例は、低密度ポ
リエチレン樹脂、例えば０．９ｄｇ／分の溶融指数及び０．９２２ｇ／ｃｍ３の密度を有
するものである。
【０００７】
前記のエチレン－スチレンインターポリマーは、ｉ）１種以上のα－オレフィンモノマー
、及びｉｉ）１種以上のビニルまたはビニリデン芳香族モノマーまたはそれらと１種以上
の立体ヒンダード脂肪族または脂環族ビニルまたはビニリデンモノマー、そして任意にｉ
ｉｉ）１種以上の他の重合可能なエチレン性不飽和モノマーからなる、重合した形の実質
的にランダムなインターポリマーである。
【０００８】
用語「インターポリマー」は、少なくとも２種の異なるモノマーが重合してインターポリ
マーを製造するポリマーを示すのに本明細書で使用される。
【０００９】
用語「実質的にランダム」は、本明細書で使用されるとき、 ｉ）１種以上のα－オレフ
ィンモノマー、及びｉｉ）１種以上のビニルまたはビニリデン芳香族モノマーまたはそれ
らと１種以上の立体ヒンダード脂肪族または脂環族ビニルまたはビニリデンモノマー、そ
して任意にｉｉｉ）１種以上の他の重合可能なエチレン性不飽和モノマーを重合すること
から得られる実質的にランダムなインターポリマーであり、一般に、該インターポリマー
のモノマーの分布が、Ｊ．Ｃ．Ｒａｎｄａｌｌにより「ＰＯＬＹＭＥＲ　ＳＥＱＵＥＮＣ
Ｅ　ＤＥＴＥＲＭＩＮＡＴＩＯＮ、Ｃａｒｂｏｎ－１３　ＮＭＲ　Ｍｅｔｈｏｄ」Ａｃａ
ｄｅｍｉｃ　Ｐｒｅｓｓ、Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ、１９７７、ｐｐ７１－７８に記載されてい
ることいるように、一次または二次のＭａｒｋｏｖｉａｎ統計モデルによりまたはＢｅｒ
ｎｏｕｌｌｉの統計モデルにより記述できることを意味する。好ましくは、 ｉ）１種以
上のα－オレフィンモノマー、及びｉｉ）１種以上のビニルまたはビニリデン芳香族モノ
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マーまたはそれらと１種以上の立体ヒンダード脂肪族または脂環族ビニルまたはビニリデ
ンモノマー、そして任意にｉｉｉ）１種以上の他の重合可能なエチレン性不飽和モノマー
を重合することにより得られる実質的にランダムなインターポリマーは、３つより多い単
位のビニルまたはビニリデン芳香族モノマーのブロック中のビニルまたはビニリデン芳香
族モノマーの全量の１５モル％以上含まない。より好ましくは、インターポリマーは、高
度のイソタクチック性またはシンジオタクチック性の何れかを特徴としない。これは、実
質的にランダムなインターポリマーの炭素－１３ＮＭＲスペクトルにおいて、メソジアッ
ド配列またはラセミジアッド配列の何れかを示す主鎖メチレン及びメチン炭素に相当する
ピーク領域が、主鎖メチレン及びメチン炭素の全ピーク領域の７５％を越えてはならない
ことを意味する。以下に使用される用語「実質的にランダムなインターポリマー」は、上
記のモノマーから製造される実質的にランダムなインターポリマーを意味する。
【００１０】
実質的にランダムなインターポリマーを製造するのに有用な好適なα－オレフィンモノマ
ーは、例えば、２－２０個、好ましくは２－１２個、さらに好ましくは２－８個の炭素原
子を含有するα－オレフィンを含む。特に好適なのは、エチレン、プロピレン、ブテン－
１、４－メチル－１－ペンテン、ヘキセン－１またはオクテン－１、または１種以上のプ
ロピレン、ブテン－１、４－メチル－１－ペンテン、ヘキセン－１またはオクテン－１と
組み合わされたエチレンである。最も好ましいのは、エチレン、またはエチレンとＣ３－

８α－オレフィンとの組み合わせである。これらのα－オレフィンは、芳香族基を含まな
い。
【００１１】
他の任意の重合可能なエチレン性不飽和モノマーの１種以上は、束縛環オレフィン、例え
ばノルボルネン及びＣ１－１０アルキルまたはＣ６－１０アリール置換ノルボルネンを含
み、インターポリマーの例は、エチレン／スチレン／ノルボルネンである。
【００１２】
実質的にランダムなインターポリマーを製造するのに使用できる好適なビニルまたはビニ
リデン芳香族モノマーは、例えば、以下の式

（式中、Ｒ１は、水素及び１－４個の炭素原子を含むアルキル基からなる基の群から選ば
れ、好ましくは水素またはメチルであり、各Ｒ２は、独立して水素及び１－４個の炭素原
子を含むアルキル基からなる基の群から選ばれ、好ましくは水素またはメチルであり、Ａ
ｒは、フェニル基、またはハロゲン、Ｃ１－４アルキル及びＣ１－４ハロアルキルからな
る群から選ばれる１－５個の置換基により置換されたフェニル基であり、そしてｎは零か
ら４の値であり、好ましくは零から２、最も好ましくは零である）により表示されるもの
を含む。特に好適なこれらのモノマーの例は、スチレン及びその低級アルキルまたはハロ
ゲン置換誘導体を含む。好ましいモノマーは、スチレン、α－メチルスチレン、スチレン
の低級アルキル－（ Ｃ１－Ｃ４）またはフェニル環置換誘導体例えばオルト－、メタ－
及びパラ－メチルスチレン、環ハロゲン化スチレン例えばクロロスチレン、パラ－ビニル
トルエンまたはこれらの混合物などを含む。さらに好ましい芳香族モノビニルモノマーは
スチレンである。
【００１３】
最も好ましい実質的にランダムなインターポリマーは、エチレンとスチレンとのインター
ポリマー、そしてエチレン、スチレン及び少なくとも１種の３－８個の炭素原子を含むα
－オレフィンのインターポリマーである。
【００１４】
実質的にランダムなインターポリマーは、通常、０．５－６５モル％、好ましくは１－５
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５モル％、さらに好ましくは２－５０モル％の少なくとも１種のビニルまたはビニリデン
芳香族モノマーまたはそれと立体ヒンダード脂肪族または脂環族ビニルまたはビニリデン
モノマーを含み、そして３５－９９．５モル％、好ましくは４５－９９モル％、さらに好
ましくは５０－９８モル％の少なくとも１種の２－２０個の炭素原子を含む脂肪族α－オ
レフィンを含有する。これらのインターポリマーは、ＷＯ９８／１００１４に従って製造
され、それは本明細書で参考として引用される。
【００１５】
工程（Ａ）により用意されるポリマー発泡体は、好ましくは、少なくとも１種のポリオレ
フィンからなる。１つの態様では、工程（Ａ）で用意されるポリマー発泡体は、少なくと
も２ｍｍの平均気泡サイズ、３００ｋｇ／ｍ３以下のの密度、少なくとも０．２の平均吸
音係数、及び少なくとも１１０℃の熱変形温度を有する多孔性の熱可塑性ポリマー発泡体
であり、熱可塑性ポリマーが、
（Ａ）（１）１．５以下のｔａｎδ値、少なくとも７センチニュートン（ｃＮ）の溶融張
力及び／または少なくとも１０センチニュートン（ｃＮ）の溶融強さの少なくとも１つを
有する少なくとも１種の主にアイソタクチックなプロピレンポリマー、そして任意に
（Ｂ）６５／３５以下の重量比でプロピレンポリマーとブレンドされるフリーラジカル工
程をへて生成された少なくとも１種のエチレンポリマー
からなり；
発泡体は、少なくとも１つの表面の１０平方センチ（ｃｍ２）あたり少なくとも１個の有
孔チャンネルが平均して存在するように、少なくとも１つの表面から発泡体に延在する複
数の有孔チャンネルを有する少なくとも１つの表面を有する。発泡体は、２５ｋｇ／ｍ３

より低い密度を有する。
【００１６】
用語「プロピレンポリマー」は、本明細書で使用されるとき、そのモノマー単位の少なく
とも５０重量％がプロピレンから直接由来するポリマーを意味する。プロピレンポリマー
に含まれうるプロピレン以外の好適なエチレン性不飽和モノマーは、オレフィン、酢酸ビ
ニル、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル酸メチル。アクリル酸、イタコ
ン酸、マレイン酸及び無水マレイン酸を含む。適切なプロピレンインターポリマーは、エ
チレン、Ｃ４－Ｃ１０１－オレフィン及びＣ４－Ｃ１０ジエンから選ばれるオレフィンと
プロピレンとのランダム、ブロック及びグラフトコポリマーまたはインターポリマーを含
む。プロピレンインターポリマーは、またエチレン及びＣ４－Ｃ８１－オレフィンからな
る群から選ばれる１－オレフィンとプロピレンとのランダムインターポリマーを含む。 
Ｃ４－Ｃ１０１－オレフィンは、線状及び分枝のＣ４－Ｃ１０１－オレフィン例えば１－
ブテン、イソブチレン、１－ペンテン、３－メチル－１－ブテン、１－ヘキセン、３、４
－ジメチル－１－ブテン、１－ヘプテン、３－メチル－１－ヘキセンなどを含む。 Ｃ４

－Ｃ１０ジエンの例は、１、３－ブタジエン、１、４－ペンタジエン、イソプレン、１、
５－ヘキサジエン及び２、３－ジメチル－１、３－ヘキサジエンを含む。本明細書で使用
されるとき、用語「インターポリマー」は、２種以上の異なるモノマーの反応から由来す
るポリマーを意味し、そして例えばコポリマー及びターポリマーを含む。
【００１７】
プロピレンポリマー物質は、単に、１種以上のプロピレンホモポリマー、１種以上のプロ
ピレンコポリマー及びプロピレンホモポリマー及びコポリマーのそれぞれの１種以上のブ
レンドからなる。ポリプロピレンは、好ましくは、少なくとも約７０重量％、より好まし
くは少なくとも約９０重量％そしてさらにより好ましくは約１００重量％のプロピレンモ
ノマー由来単位からなる（即ちプロピレンホモポリマーが好ましい）。
【００１８】
プロピレンポリマーは、好ましくは、少なくとも１０００００の重量平均分子量（Ｍｗ）
を有する。Ｍｗは、周知の方法で測定できる。
【００１９】
プロピレンポリマーは、また好ましくは、１より小さい分枝指数を有する。分枝指数は、
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本発明について選択される長鎖の分枝の程度を定量化するアプローチである。分枝指数の
定義及びこれを測定する方法は、米国特許４９１６１９８の３欄６５行から４欄３０行に
記載されており、それは参考として本明細書に引用される。分枝指数は、より好ましくは
、約０．９より小さく、そしてさらにより好ましくは約０．４より小さい。
【００２０】
プロピレンポリマーは、１．５以下、好ましくは１．２以下、より好ましくは１．０以下
そしてさらにより好ましくは０．８以下のｔａｎδ値を有する。ｔａｎδは、毎秒１ラジ
アンの振動周波数で１９０℃でプロピレンポリマーの厚さ２．５ｍｍ直径２５ｍｍの試料
を使用して、ｇ´´／ｇ´（但し、ｇ´´はプロピレンポリマーの損失モジュラスであり
、そしてｇ´はプロピレンポリマー溶融物の貯蔵モジュラスである）から計算できる。こ
れらのパラメータは、機械的分光計例えばＲｈｅｏｍｅｔｒｉｃｓ、Ｉｎｃ．Ｐｉｓｃａ
ｔａｗａｙ、Ｎｅｗ　Ｊｅｒｓｅｙ、米国から市販されているＲｈｅｏｍｅｔｒｉｃｓ　
Ｍｏｄｅｌ　ＲＭＳ－８００を使用して測定できる。ｔａｎδ、ｇ´及びｇ´´の値のこ
の測定をどのようにして行うかの詳細は、米国特許５５２７５７３の５欄、５９－６４行
及び６欄、４－２９行に示され、それは、本明細書において参考として引用される。
【００２１】
さらにまたは別に、プロピレンポリマーは、好ましくは、少なくとも７センチニュートン
（ｃＮ）、より好ましくは少なくとも１０ｃＮそしてさらにより好ましくは少なくとも１
５ｃＮそしてなお好ましくは少なくとも２０ｃＮの溶融張力を有する。好ましくは、プロ
ピレンポリマーは、６０ｃＮ以下、より好ましくは４０ｃＮ以下の溶融張力を有する。用
語「溶融張力」は、本明細書を通して使用されるとき、Ｔｏｙｏ　Ｓｅｉｋｉ　Ｓｅｉｓ
ａｋｕ－ｓｙｏ，Ｌｔｄ．から市販されているＭｅｌｔ　Ｔｅｎｓｉｏｎ　Ｔｅｓｔｅｒ
　Ｍｏｄｅｌ　２として周知の装置を使用して、３．１４メートル／分の一定な卷き取り
速度及び２０ｍｍ／分の押し出し速度で、２３０℃で直径２．１ｍｍ及び長さ４０ｍｍを
有する毛管ダイから押し出された溶融ポリマー物質のストランドの張力ｃＮの測定をいう
。溶融張力を測定するこの方法は、ときには、「Ｃｈｉｓｓｏ法」とよばれる。
【００２２】
さらにまたは別に、プロピレンポリマーは、好ましくは、少なくとも１０センチニュート
ン、より好ましくは少なくとも２０ｃＮそしてさらにより好ましくは少なくとも２５ｃＮ
そしてなお好ましくは少なくとも３０ｃＮの溶融強さを有する。好ましくは、プロピレン
ポリマーは、６０ｃＮ以下、さらに好ましくは５５ｃＮ以下の溶融強さを有する。用語「
溶融強さ」は、本明細書を通して、Ｇｏｔｔｆｅｒｔ、Ｉｎｃ．から市販されているＧｏ
ｔｔｆｅｒｔ　Ｒｈｅｏｔｅｎｓ（商標）溶融張力装置として知られている装置を使用し
て、０．０３０ｃｃ／秒の速度で１９０℃で４１．９ｍｍの長さ及び２．１ｍｍの直径を
有する毛管ダイから押し出され、そして一定の加速度で延伸されて制限延伸力または破壊
時の強さを測定する溶融ポリマー物質のストランドの張力ｃＮの測定をいう。
【００２３】
本発明の方法で使用されるプロピレンポリマーは、好ましくは、また同じＲｈｅｏｔｅｎ
ｓ（商標）溶融張力装置及び上記の一般的な方法により測定して、少なくとも１００％、
より好ましくは少なくとも１５０％、最も好ましくは少なくとも２００％の溶融伸びを有
する。
【００２４】
プロピレンポリマー物質は、好ましくは、また少なくとも０．０１ｇ／１０分、より好ま
しくは少なくとも０．０５ｇ／１０分、さらにより好ましくは少なくとも０．１ｇ／１０
分、そしてなお好ましくは少なくとも０．５ｇ／１０分、そして１０分あたり１００ｇま
で、より好ましくは１０分あたり５０ｇまで、さらにより好ましくは１０分あたり２０ｇ
までそしてなお好ましくは１０分あたり１０ｇまでのメルトフローレートを有する。本明
細書を通して、用語「メルトフローレート」は、Ａｍｅｒｉｃａｎ　Ｓｏｃｉｅｔｙ　ｆ
ｏｒ　Ｔｅｓｔｉｎｇ　ａｎｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ（ＡＳＴＭ）Ｄ－１２３８条件２３
０℃／２．１６ｋｇ（Ｃｏｎｄｉｔｉｏｎ　Ｌに等しい）に従って行われた測定をいう。
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【００２５】
好ましいプロピレンポリマーは、分枝または高度に架橋したものを含む。分枝（または軽
度の架橋）は、当業者に一般に周知の方法、例えば化学的または照射分枝／光架橋により
得ることができる。最終のプロプロピレン樹脂生成物を製造するためにポリプロピレン樹
脂を使用する前に分枝した／軽度に架橋したプロプロピレン樹脂として製造されるこれら
樹脂の１つ及びこのポリプロピレン樹脂を製造する方法は、米国特許４９１６１９８に記
載されており、それは本明細書に参考として引用される。分枝／軽度の架橋のポリプロピ
レン樹脂を製造する他の方法は、ポロプロピレン樹脂とともに押し出し機中に化学化合物
を導入し、そして分枝／軽度の架橋反応を押し出し機中で生じさせることである。この方
法は、多官能性アジドによる米国特許Ａ３２５０７３１、アジド官能性シランによる米国
特許Ａ４７１４７１６（そして公開国際出願ＷＯ９９／１０４２４）及びマルチ－ビニル
官能性モノマーと一緒のペルオキシドによるＥＰ－Ａ－８７９８４４に説明されており、
これらのそれぞれは、本明細書で参考として引用される。照射技術は、米国特許Ａ５６０
５９３６及び５８８３１５１に説明されており、これらは本明細書に参考として引用され
る。発泡体を製造するのに使用されるポリマー組成物は、ＡＳＴＭ　Ｄ２７６５－８４、
方法Ａに従って、好ましくは１０％より低い、より好ましくは５％より低いゲル含量を有
する。
【００２６】
用語「エチレンポリマー」は、本明細書で使用されるとき、そのモノマー単位の少なくと
も５０重量％がエチレンから直接由来するポリマーを意味する。エチレンポリマーは、フ
リーラジカル法により生成される少なくとも１種のエチレンポリマーである。エチレンポ
リマーは、好ましくは、触媒、特に本発明の発泡体を製造するのに使用される発泡可能な
組成物に関する核形成剤として作用できる固体触媒または他の触媒の存在なしに製造され
る。エチレンポリマーは、好ましくは、低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）、モノカルボン
酸のビニルエステル例えば酢酸ビニル及びプロピオン酸ビニル、並びにモノエチレン性カ
ルボン酸のエステル例えばアクリル酸（メタクリル酸）メチル、アクリル酸（メタクリル
酸）エチル、アクリル酸（メタクリル酸）プロピル並びにこれらの混合物である。好適な
エチレンインターポリマーは、本明細書に参考として引用される米国特許４１０１４６７
において「ソフトエチレン性ポリマー」として記載されているものを含む。好ましいエチ
レンポリマーの特定の例は、ＬＤＰＥ、エチレン－酢酸ビニルコポリマー（ＥＶＡ）、エ
チレン－アクリル酸エチルコポリマー（ＥＥＡ）、及び／またはエチレン－アクリル酸コ
ポリマー（ＥＡＡ）並びにこれらの混合物を含む。
【００２７】
エチレンポリマー中に配合されるエチレン以外のモノマーの量は、５０重量％より少なく
、より好ましくは３０重量％以下、さらにより好ましくは１０重量％以下そしてなお好ま
しくは１重量％以下である。エチレンポリマーは、好ましくは、低密度ポリエチレン（Ｌ
ＤＰＥ）である。
【００２８】
上記のエチレンポリマーは、市販製品として容易に入手可能である及び／またはそれらの
製法は周知である。例えば、Ｄｏｗ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙは、上記のエチ
レンポリマーのいくつか例えば好ましいＬＤＰＥの周知の製造者である。
【００２９】
エチレンポリマーは、少なくとも０．０１ｇ／１０分、より好ましくは０．０５ｇ／１０
分そしてさらにより好ましくは少なくとも０．１ｇ／１０分、そして１０分あたり１００
ｇまで、より好ましくは１０分あたり５０ｇまでそしてさらにより好ましくは１０分あた
り２０ｇまでの範囲の溶融指数Ｉ２を有する。本明細書を通して、用語「溶融指数」は、
ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８条件１９０℃／２．１６ｋｇに従って行われる測定をいう。
【００３０】
本発明の発泡体を製造するのに有用な発泡剤は、当業者に周知のすべてのタイプの発泡剤
即ち物理的及び化学的発泡剤及びそれらの混合物を含み、無機発泡剤、有機発泡剤、及び
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化学的発泡剤を含む。好適な無機発泡剤は、二酸化炭素、窒素、アルゴン、水、空気及び
ヘリウムを含む。有機発泡剤は、１－６個の炭素原子を有する脂肪族炭化水素、１－３個
の炭素原子を有する脂肪族アルコール、そして１－４個の炭素原子を有する完全にまたは
部分的にハロゲン化した脂肪族炭化水素を含む。脂肪族炭化水素は、メタン、エタン、プ
ロパン、ｎ－ブタン、イソブタン、ｎ－ペンタン、イソペンタン及びネオペンタンを含む
。完全にまたは部分的にハロゲン化した脂肪族炭化水素は、クロロカーボン、フルオロカ
ーボン及びクロロフルオロカーボンを含む。本発明で使用されるクロロカーボンは、塩化
メチル、塩化メチレン、塩化エチル及び１、１、１－トリクロロエタンを含む。本発明で
使用されるフルオロカーボンは、フッ化メチル、フッ化メチレン、フッ化エチル、１、１
－ジフルオロエタン（ＨＦＣ－１５２ａ）、１、１、１－トリフルオロエタン（ＨＦＣ－
１４３ａ）、１、１、１、２－テトラフルオロエタン（ＨＦＣ－１３４ａ）、１、１、２
、２－テトラフルオロメタン（ＨＦＣ－１３４）、ペンタフルオロエタン（ＨＦＣ－１２
５）、ペルフルオロエタン、２、２－ジフルオロプロパン、１、１、１－トリフルオロプ
ロパン及び１、１、１、３、３－ペンタフルオロプロパンを含む。本発明で使用される部
分的に水素化されたクロロフルオロカーボンは、クロロジフルオロメタン（ＨＣＦＣ－２
２）、１、１－ジクロロ－１－フルオロエタン（ＨＣＦＣ－１４１ｂ）、１－クロロ－１
、１－ジフルオロ－エタン（ＨＣＦＣ－１４２ｂ）、１、１－ジクロロ－２、２、２－ト
リフルオロエタン（ＨＣＦＣ－１２３）及び１－クロロ－１、２、２、２－テトラフルオ
ロエタン（ＨＣＦＣ－１２４）である。完全にハロゲン化されたクロロフルオロカーボン
も使用されるが、環境上の理由から好まれない。本発明で使用される化学的発泡剤は、ア
ゾジカーボンアミド、アゾジイソブチロニトリル、ベンゼンスルホニルヒドラジド、４、
４－オキシベンゼンスルホニルセミ－カルバジド、ｐ－トルエンスルホニルセミ－カルバ
ジド、Ｎ、Ｎ´－ジメチル－Ｎ、Ｎ´－ジニトロソテレフタラミド及びトリヒドラジント
リアジン、重炭酸ナトリウム及び重炭酸ナトリウムとクエン酸との混合物を含む。すべて
のこれらの発泡剤の混合物も本発明の範囲内に入る。成形可能なビーズを製造する押し出
し法及びパッチ法用の好ましい発泡剤は、物理的発泡剤であり、揮発性の有機発泡剤が好
ましく、低級炭化水素（例えばプロパン、ブタン及びイソブタン）が最も好ましい。架橋
発泡法用の好ましい発泡剤は、分解可能な発泡剤及び窒素である。
【００３１】
発泡体形成ゲルを製造するためにポリマー溶融物質に配合される発泡剤の量は、予定の密
度を達成するために必要に応じ変化する。
【００３２】
本発明の発泡体は、任意に、断熱能力を高めるために、赤外線吸収剤（透過ブロッカー）
例えばカーボンブラック、グラファイトまたは二酸化チタンをさらに含む。利用されると
き、赤外線吸収剤は、発泡体中のポリマーブレンドの重量に基づいて、１．０－２５重量
％そして好ましくは２．０－１０．０重量％を占める。カーボンブラックは、当業者に周
知の任意のタイプ、例えばファーナスブラック、サーマルブラック、アセチレンブラック
及びチャンネルブラックである。
【００３３】
本発明の発泡体が寸法安定性を示すことが好ましい。安定性コントロール剤は、前記の発
泡体から実質的に独立気泡の構造の厚い（即ち４ｍｍより厚い）シート及び平板製品（１
２ｍｍより厚い）を製造するのに特に望ましい。対照的に、追加の安定性コントロール剤
は、実質的に連続気泡の発泡体を形成するとき、恐らく必要ないかまたは望ましくない。
【００３４】
寸法安定性は、発泡体の発泡後３０秒以内に測定された、発泡体の最初の体積の％として
エージング中の発泡体の体積をとることにより測定される。この定義を用いて、１月以内
に最初の体積の８０％以上を回復する発泡体は、良いとされるが、８５％以上を回復する
発泡体が好ましく、そして９０％以上を回復する発泡体が特に好ましい。体積は、好適な
方法例えば水による体積置換により測定される。
【００３５】
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好ましい安定性コントロール剤は、Ｃ１０－２４脂肪酸のアミド及びエステルを含む。こ
れらの剤は、米国特許３６４４２３０及び４２１４０５４に教示されている。最も好まし
い剤は、ステアリルステアラミド、グリセロールモノステアレート、グリセロールモノベ
ンネート及びソルビトールモノステアレートを含む。代表的には、これらの安定性コント
ロール剤は、ポリマーの１００部あたり０．１－１０部に及ぶ量で使用される。
【００３６】
種々の添加物例えば無機充填剤、顔料、抗酸化剤、酸捕捉剤、紫外線吸収剤、難燃剤、加
工助剤または押し出し助剤も、発泡体に配合できる。任意に、核形成剤は、発泡可能なブ
レンド中に添加できる。本発明の発泡体を製造するのに使用される核形成剤の量は、所望
の気泡サイズ、発泡温度及び核形成剤の組成に従って変化する。例えば、大きな気泡サイ
ズが望まれるとき、ほとんどまたは全く核形成剤を使用してはならない。有用な核形成剤
は、炭酸カルシウム、ステアリン酸バリウム、ステアリン酸カルシウム、タルク、粘土、
二酸化チタン、シリカ、ステアリン酸バリウム、珪藻土そしてクエン酸と重炭酸ナトリウ
ムとの混合物を含む。利用されるとき、使用される核形成剤の量は、ポリマー樹脂ブレン
ドの１００重量部あたり０．０１－５重量部（ｐｐｈ）に及ぶ。
【００３７】
２．発泡体の製法
本発明のポリマー発泡体は、当業者に周知の技術及び方法により製造でき、そして分解可
能な発泡剤及び架橋を使用して押し出し法及びバッチ法を含み、押し出し法が好ましい。
【００３８】
押し出し発泡法では、ポリマー成分は、ポリマー溶融物に転換され、そして発泡剤さらに
もし所望ならば他の添加物をポリマー溶融物中に配合して発泡可能なゲルを形成する。次
に、発泡可能なゲルをダイを通して減圧または低圧のゾーン（発泡化を促進して所望の製
品を形成する）に押し出す。減圧は、発泡可能なゲルがダイを通して押し出される前に維
持されるそれより低い。
【００３９】
発泡可能なゲルがダイを通して押し出される前に、発泡可能なゲルは、溶融混合を促進す
る温度から、発泡可能な組成物の成分ポリマーの融点（Ｔｍ）の３０℃以内に一般にある
低い温度に冷却される。
【００４０】
発泡剤は、例えば押し出し機、ミキサーまたはブレンダーによるような当業者に周知の任
意の手段によりポリマー溶融物中に配合または混合される。発泡剤は、溶融ポリマー物質
の実質的な発泡を防ぎそして一般に発泡剤をそのなかに均一に分散されるのに充分な高い
圧力でポリマー溶融物と混合される。任意に、核形成剤が、ポリマー溶融物中にブレンド
されるか、または可塑化または溶融化の前にポリマー物質とドライブレンドされる。
【００４１】
任意の従来の発泡剤が、本発明による発泡体を製造するのに使用される。米国特許５３４
８７９５は、３欄１５－６１行で多数の発泡剤を開示しており、その教示は、本明細書で
参考として引用される。米国特許５５２７５７３も、４欄６６行から５欄、２０行にかけ
て多数の好適な発泡剤を開示しており、その教示は、本明細書で参考として引用される。
好ましい発泡剤は、１－９個の炭素原子を有する脂肪族炭化水素特にプロパン、ｎ－ブタ
ン及びイソブタンを含む。
【００４２】
押し出し法では、気泡サイズは、いくつかのパラメータにより影響をうけ、それらは、発
泡剤のタイプ及びレベル、ポリマーのタイプ、ダイオリフィスの形状、ダイにおけるせん
断速度、核形成剤のレベル、気泡拡大剤の使用及び発泡温度を含む。気泡サイズを大きく
するためには、気泡核形成剤は通常添加されない。その代わり、気泡拡大剤が添加される
。パラメータの残りのなかで、発泡剤のタイプ及びレベルが、気泡サイズに最大の影響を
有する。元来、比較的高い溶解性を有しそして比較的低いレベルで小さい分子サイズを有
する発泡剤は、大きな気泡サイズを生ずる。これらの発泡剤の例は、プロパン、ｎ－ブタ
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ン、イソブタン、ｎ－ペンタン、塩化メチル、塩化メチレン、塩化エチル、メタノール、
エタノール、ジメチルエーテル、水、そしてこれらの発泡剤の１種以上を含む混合した発
泡剤を含む。高圧フリーラジカル法により製造された分枝エチレン性ポリマー樹脂は、こ
れらの発泡剤により発泡したとき、大きな気泡サイズをもたらし勝ちである。気泡サイズ
を拡大する添加物は、一般に、ポリマー樹脂を可塑化するのに使用される化合物である。
気泡サイズ拡大剤の例は、米国特許４２２９３９６に記載されたような比較的低い融点を
有するワックス状の物質、そして米国特許５４８９４０７に記載されたような非ワックス
状の低分子量化合物を含む。さらに、ダイオリフィスで比較的低いせん断速度は、大きな
気泡サイズを生ずる。
【００４３】
本発明のポリマー発泡体は、架橋または非架橋である。ポリマーの発泡構造を製造しそし
てそれらを加工する方法は、Ｃ．Ｐ．Ｐａｒｋ「Ｐｏｌｙｏｌｅｆｉｎ　Ｆｏａｍ」９章
、Ｈａｎｄｂｏｏｋ　ｏｆ　Ｐｏｌｙｍｅｒ　Ｆｏａｍｓ　ａｎｄ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇ
ｙ、Ｄ．Ｋｌｅｍｐｎｅｒ及びＫ．Ｃ．Ｆｒｉｓｃｈ編、Ｈａｎｓｅｒ　Ｐｕｂｌｉｓｈ
ｅｒｓ、Ｍｕｎｉｃｈ，Ｖｉｅｎｎａ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ，Ｂａｒｃｅｌｏｎａ（１９９
１）に教示されている。
【００４４】
本発明の非架橋発泡体は、従来の押し出し発泡法により製造される。発泡体の構造は、一
般に、熱可塑性ポリマー樹脂（即ちポリマー物質）を加熱して可塑化したまたは溶融した
ポリマー物質を形成し、そのなかに発泡剤を配合して発泡可能なゲルを形成し、そしてゲ
ルをダイを通して押し出して発泡体製品を形成することにより製造される。発泡剤と混合
する前に、ポリマー物質をそのガラス転移温度または融点以上の温度に加熱する。発泡剤
は、当業者に周知の任意の手段例えば押し出し機、ミキサー、ブレンダーなどにより溶融
したポリマー物質中に配合または混合される。発泡剤は、溶融ポリマー物質の実質的な発
泡を防ぎそして一般に発泡剤をそのなかに均一に分散されるのに充分な高い圧力でポリマ
ー溶融物と混合される。任意に、核形成剤が、ポリマー溶融物中にブレンドされるか、ま
たは可塑化または溶融化の前にポリマー物質とドライブレンドされる。発泡可能なゲルは
、代表的には、低温度に冷却されて発泡構造の物理的特徴を最適にする。ゲルを次に所望
の形状のダイを通して減圧または低圧のゾーンに運び、発泡構造を形成する。低圧のゾー
ンは、発泡可能なゲルがダイを通して押し出される前に維持されるそれより低い圧である
。低圧は、大気圧より上または大気圧より下（真空）であるが、好ましくは大気圧のレベ
ルである。
【００４５】
本発明の非架橋発泡体は、またマルチオリフィスダイを通して熱可塑性ポリマー樹脂（即
ち、ポリマー物質）を押し出すことにより合体したストランドの形で形成できる。オリフ
ィスは、溶融した押し出し物の隣接する流れ間の接触が発泡化工程中で生じそして接触す
る表面が、一体となった発泡体の構造を生ずるのに充分な接着で互いに接着するように用
意される。ダイを出る溶融した押し出し物の流れは、ストランドまたはプロフィルの形を
とり、それらは、望ましくは、発泡し、合体し、そして互いに接着して一体化した構造を
形成する。望ましくは、合体した個々のストランドまたはプロフィルは、一体化した構造
で接着したままで、発泡体の製造、成形及び使用に遭遇する応力下でのストランドの離層
を防がねばならない。合体したストランドの形の発泡構造を製造する装置及び方法は、米
国特許Ａ３５７３１５２及び４８２４７２０に教示されており、それらのそれぞれは本明
細書に参考として引用される。
【００４６】
本発明の発泡構造は、また物品に成形するのに好適な非架橋発泡ビーズに形成できる。発
泡ビーズは、押し出し法またはバッチ法により製造できる。押し出し法では、従来の発泡
体押し出し装置に付着したマルチ孔ダイから出る発泡ビーズは、顆粒化されて発泡ビーズ
を形成する。バッチ法では、分離した樹脂粒子例えば顆粒化樹脂ペレットは、それらが実
質的に不溶な液体媒体例えば水に懸濁され、オートクレーブまたは他の耐圧容器中で高温
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及び高圧で液体媒体中に発泡剤を導入することにより発泡剤を含浸させ、そして発泡ビー
ズを形成するために大気圧または減圧の領域に急速に放出して発泡させる。この方法は、
米国特許Ａ４３７９８５９及び４４６４４８４に教示され、それらのそれぞれは本明細書
に参考として引用される。
【００４７】
本発明の架橋した発泡体は、分解可能な発泡剤を使用する架橋発泡法または従来の押し出
し法の何れかにより製造できる。
【００４８】
分解可能な発泡剤を使用する架橋発泡法を利用するときは、本発明の架橋した発泡体は、
熱可塑性ポリマー樹脂（即ちポリマー物質）を分解可能な発泡剤とブレンドし加熱して発
泡可能な可塑化したまたは溶融したポリマー物質を形成し、発泡可能な溶融したポリマー
物質をダイを通して押し出し、溶融したポリマー物質に架橋を導入し、そして溶融したポ
リマー物質を高温度に曝して発泡剤を放出させて発泡構造を形成することにより製造され
る。ポリマー物質及び化学的発泡剤は、例えば押し出し機、ミキサー、ブレンダーのよう
な当業者に周知の任意の手段により混合または溶融ブレンドされる。化学的発泡剤は、好
ましくは、ポリマー物質を溶融した形に加熱する前にポリマー物質とドライブレンドされ
るが、またポリマー物質が溶融した相にあるとき添加できる。架橋化は、架橋剤の添加ま
たは照射により誘導される。発泡を行うための架橋の誘導及び高温度への曝露は、同時に
または順次行われる。もし架橋剤が使用されるならば、それは、化学的発泡剤と同じ方法
でポリマー物質中に配合される。さらに、もし架橋剤が使用されるならば、発泡可能な溶
融したポリマー物質は、好ましくは１５０℃より低い温度に加熱または曝されて架橋剤ま
たは発泡剤の分解を防ぎ、そして早まった架橋化を防ぐ。もし照射架橋化が使用されるな
らば、発泡可能な溶融したポリマー物質は、好ましくは１６０℃より低い温度に加熱また
は曝されて、発泡剤の分解を防ぐ。発泡可能な溶融したポリマーは、所望の形状のダイを
通して押し出されるかまたは運ばれて、発泡可能な構造を形成する。発泡可能な構造は、
次に例えばオーブン中で高温度（代表的には１５０－２５０℃）で架橋及び発泡して発泡
構造を形成する。照射架橋化が使用されるとき、発泡可能な構造は照射されてポリマー物
質を架橋し、それは次に上記のように高温度で発泡する。構造は、有利には、架橋剤また
は照射の何れかを使用して上記の方法に従いシートまたは薄い平板で製造される。
【００４９】
分解可能な発泡剤を使用する架橋発泡法における架橋剤または照射の使用に加えて、架橋
化は、またＣ．Ｐ．Ｐａｒｋ、同上、９章に記載されたようなシラン架橋化によって達成
できる。
【００５０】
本発明の架橋した発泡体は、また英国特許２１４５９６１Ａに記載されたような、ロング
－ランド（ｌｏｎｇ－ｌａｎｄ）ダイを利用する押し出し法により連続する平板構造に製
造できる。その方法では、分解可能な発泡剤及び架橋剤は、押し出し機中で混合され、混
合物は加熱されて、ロング－ランドダイでポリマーを架橋させそして発泡剤を分解させ、
そして発泡構造が成形されそしてダイから離され、発泡構造及びダイの接触は、適切な潤
滑物質により滑らかにされる。
【００５１】
本発明の架橋した発泡体は、また物品に成形するのに好適な発泡ビーズに形成できる。発
泡ビーズを製造するには、分離した樹脂粒子例えば顆粒化樹脂ペレットを、それらが実質
的に不溶な液体媒体例えば水に懸濁し、オートクレーブまたは他の耐圧容器中で高温及び
高圧で液体媒体中に発泡剤を導入することにより発泡剤を含浸させ、そして大気圧または
減圧の領域に急速に放出して発泡させて発泡ビーズを形成する。他の方法では、ポリマー
ビーズは、発泡剤により含浸され、冷却され、容器から放出され、次に加熱または水蒸気
により発泡される。上記の方法の別法では、スチレンモノマーを架橋剤とともに懸濁した
ペレット中に含浸させてポリマー物質とのグラフトインターポリマーを形成する。発泡剤
は、樹脂ペレット中に、懸濁中または別に非水性状態で含浸される。発泡可能なビーズは
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、次に水蒸気による加熱により発泡しそして発泡可能なポリスチレン発泡ビーズの従来の
成形法により成形される。
【００５２】
発泡ビーズは、次に当業者に周知の任意の手段、例えば発泡ビーズを型に装入し、型を圧
縮してビーズを圧縮しそしてビーズを例えば水蒸気により加熱してビーズの合体及び融着
を行って物品を形成することにより成形できる。任意に、ビーズは、型に装入する前に、
空気または他の発泡剤と予備加熱される。上記の方法及び成形法の優れた教示は、Ｃ．Ｐ
．Ｐａｒｋ、同上、２２７－２３３ページ、米国特許３８８６１００、３９５９１８９、
４１６８３５３及び４４２９０５９に見いだされる。発泡ビーズは、また、ポリマー、架
橋剤及び分解可能な混合物の混合物を好適な混合装置または押し出し機中に調製し、そし
て混合物をペレットに形成しそしてペレットを加熱して架橋化及び発泡化を行うことによ
り製造できる。
【００５３】
物品に成形するのに好適な架橋した発泡ビーズを製造する他の方法は、ポリマー物質を溶
融しそしてそれを従来の発泡押し出し装置中で物理的な発泡剤と混合して本質的に連続す
る発泡ストランドを形成する。発泡ストランドは、顆粒化またはペレット化されて発泡ビ
ーズを形成する。発泡ビーズは、次に照射により架橋される。架橋された発泡ビーズは、
次に合体及び成形されて、他の発泡ビーズ法のために上記のような種々の物品を形成する
。この方法のさらなる教示は、米国特許３６１６３６５及びＣ．Ｐ．Ｐａｒｋ、同上、２
２４－２２８ページに見いだされる。
【００５４】
さらに、シラン架橋技術が押し出し法に使用できる。この方法の教示は、 Ｃ．Ｐ．Ｐａ
ｒｋ、同上、９章及び米国特許４７１４７１６に見いだされる。シラン架橋法が従来の押
し出し法で利用されるとき、ポリマーはビニル官能シランまたはアジド官能シランにより
グラフトされそして押し出されて発泡体を形成する。押し出された発泡体は、次に架橋を
進展させるために温かい湿度の高い空気に曝される。
【００５５】
本発明の架橋した発泡体は、ポリマー物質、架橋剤及び発泡剤を混合してスラブを形成し
、混合物を型中で加熱して架橋剤がポリマー物質を架橋しそして発泡剤が分解し、さらに
型中の圧力を低下することにより発泡体を発泡させることによりブン（ｂｕｎ）ストック
の形で製造できる。任意に、圧力の低下により形成されるブンストックは、再加熱されて
さらなる発泡を行うことができる。
【００５６】
架橋されたポリマーシートは、ポリマーシートを高エネルギービームにより照射すること
によって、または化学的架橋剤を含むポリマーシートを加熱することによって製造される
。架橋されたポリマーシートは、所望の形状に切断され、そして高圧下さらにポリマーの
軟化点より高い温度で窒素を含浸される。圧力を低下させると、バブルの核形成とシート
のいくらかの発泡とが生ずる。シートを軟化点より高い温度で加圧下低圧容器中で再加熱
し、そして圧力を低下させると発泡体が発泡する。
【００５７】
工程（Ａ）で用意されるポリマー発泡体の密度は、好ましくは、１００ｋｇ／ｍ３より低
く、さらに好ましくは６０ｋｇ／ｍ３以下、さらにより好ましくは４０ｋｇ／ｍ３以下そ
してより好ましくは２５ｋｇ／ｍ３以下であり、そして少なくとも５ｋｇ／ｍ３、好適に
は少なくとも１０ｋｇ／ｍ３の密度を有する。好ましくは、工程（Ａ）で用意されるポリ
マー発泡体の平均気泡サイズは、少なくとも２ｍｍ、さらに好ましくは少なくとも３ｍｍ
であり、１つの態様では、好ましくは４ｍｍより小さく、例えば３．９ｍｍまでである。
さらに、上記の方法で製造された発泡体は、連続気泡または独立気泡を有する。
【００５８】
３．有孔チャンネルの付与
本発明の発泡体は、少なくとも１つの表面の１０平方センチあたり少なくとも１個、好ま
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しくは少なくとも５個、より好ましくは少なくとも１０個、さらにより好ましくは少なく
とも２０個そしてなお好ましくは少なくとも３０個の有孔チャンネルが平均して存在する
ように、好ましくは少なくとも１つの表面から発泡体に延在する有孔チャンネル、より好
ましくは複数の有孔チャンネルを有する。用語「複数」は、本明細書で使用されるとき、
少なくとも２個を意味する。好ましい態様では、本発明の発泡体は、少なくとも７個の有
孔チャンネルを含む。
【００５９】
有孔チャンネルは、好ましくは少なくとも１つの表面で少なくとも０．１ｍｍ、より好ま
しくは少なくとも０．５ｍｍそしてさらにより好ましくは少なくとも１ｍｍの平均直径を
有し、そして好ましくはＡＳＴＭ　Ｄ３７５６に従って測定した発泡体の平均気泡サイズ
までの平均直径を有する。発泡体の１つ以上の表面は、好ましくは、少なくとも１つの表
面から発泡体に延在する、１平方センチあたり少なくとも４個の有孔チャンネルを平均で
有する。
【００６０】
代表的には、孔を開けるには、１つ以上の尖った鋭い物体により基体発泡体を刺すことか
らなる。好適な尖った鋭い物体は、針、スパイク、ピンまたは釘を含む。さらに、孔を開
けるには、ドリル、レーザー切断、高圧流体切断、エア・ガン、または発射体からなる。
異なる目的即ち発泡体からの発泡剤の放出の加速のために、好適な有孔チャンネルをいか
に作るかの記述は、米国特許Ａ５５８５０５８で提供され、それは本明細書に参考として
引用される。
【００６１】
さらに、基体発泡体は、発泡中発泡体を延伸することにより細長い気泡を有するように製
造できる。このような延伸は、水平方向の気泡サイズを変化させることなくまたはしばし
ばそれを増大することなく、細長い気泡を生ずる。従って、延伸は、垂直方向に垂直な方
向に平均気泡サイズを増大させ（ＥＨ平均）、そして孔を開けることを助ける。
【００６２】
基体発泡体の孔開けは、正方形のパターン及び三角形のパターンを含む任意のパターンで
行うことができる。それにより基体発泡体に孔を開ける鋭い尖った物体の特別な直径の選
択は、多くのファクター（平均気泡サイズ、目的とする孔の間隔を含む）に依存するが、
本発明の或る発泡体の製造に有用な尖った鋭い物体は、代表的には、１－４ｍｍの直径を
有する。工程（Ｂ）は、好ましくは、工程（Ｂ）により形成される有孔チャンネルの平均
直径の２倍以上の平均距離で互いに離れているポリマー発泡体の表面の少なくとも７つの
異なる場所で行われる。有孔チャンネルは、好ましくは、０．５－３ｍｍの範囲の平均直
径を有する。
【００６３】
工程（Ａ）のポリマー発泡体は、好ましくは、少なくとも２５ｍｍの工程（Ｂ）により孔
を開けられた表面に垂直な平均厚さを有し、そして工程（Ａ）のポリマー発泡体が、好ま
しくは、ポリマー発泡体の表面の下少なくとも５ｍｍの平均深さに、工程（Ｂ）に従って
孔を開けられる。
【００６４】
圧縮が、気泡を開ける追加の手段として使用できる。圧縮は、発泡体の１つ以上の表面に
力を働かすのに充分な任意の手段により行うことができ、従って発泡体内の気泡を破裂さ
せる。孔開け中またはその後の圧縮は、気泡の壁に高い圧力差が生ずるため、孔開けによ
り生ずるチャンネルに隣接する気泡の壁を破裂させるのに特に有効である。さらに、針で
刺すこととは異なり、圧縮は、すべての方向に面する気泡の壁を破裂させることができ、
それにより音響の吸収に望まれる曲がりくねった路を生成する。
【００６５】
基体発泡体の独立気泡の機械的な開通は、気泡の壁及び支柱に大きなサイズの孔を形成す
ることにより基体の気流の抵抗性を低下させる。何れにしても、それによりそれが行う特
別の手段に関係なく、基体である熱可塑性ポリマー発泡体内の独立気泡のこのような機械
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的開通は、音響の吸収及び音響の絶縁の用途に発泡体の有用性を拡大するのに働く。
【００６６】
もちろん、機械的に開通された気泡の％は、多数のファクター（気泡のサイズ、気泡の形
状、開通のための手段及び基体発泡体に適用される開通のための手段の適用の程度を含む
）に依存する。工程（Ｂ）後のＡＳＴＭ　Ｄ２８５６方法Ａによるポリマー発泡体の連続
気泡含量は、それにもかかわらず好ましくは、５０％以下である。１つの態様では、工程
（Ｂ）後のＡＳＴＭ　Ｄ２８５６方法Ｃによるポリマー発泡体の連続気泡含量は、約５０
％以下である。
【００６７】
方法は、好ましくは、式
ＰＤ≧Ｘ／（ＡＣＳ）２

Ｚ×％ＯＣＣ／（１００－％ＯＣＣ）≦（ＰＤ）
（式中、「ＰＤ」は、工程（Ｂ）により形成される１平方センチあたりの有孔チャンネル
の数を表し；「ＡＣＳ」は、ＡＳＴＭ　Ｄ３５７６に従ってミリメートルで測定された工
程（Ａ）で用意されるポリマー発泡体の平均気泡サイズを表し；「％ＯＣＣ」は、ＡＳＴ
Ｍ　Ｄ２８５６方法Ａに従って測定して工程（Ｂ）により形成される有孔ポリマー発泡体
の連続気泡含量％を表し；「Ｘ」は、好ましくは４に等しく、さらに好ましくは６に等し
くそしてさらにより好ましくは７に等しい正の整数であり；そして「Ｚ」は、好ましくは
１に等しく、さらに好ましくは１．５に等しくそしてさらにより好ましくは２に等しい正
の数である）
の両者または１つにより行われる。
【００６８】
４．性能及び有用性
本発明の発泡体は、優れた吸音の能力を有する。音響を吸収する能力を測定する１つの方
法は、２５０、５００、１０００及び２０００ＨｚでＡＳＴＭ　Ｅ－１０５０に従って発
泡体の吸音係数を測定し、次にこれらの吸音係数の相加平均を計算することである。その
測定が本発明の発泡体によりなされるとき、平均の吸音係数は、好ましくは少なくとも約
０．２、より好ましくは少なくとも約０．３、さらにより好ましくは少なくとも約０．４
そしてなお好ましくは少なくとも約０．５である。
【００６９】
本発明の発泡体は、２０－２００００Ｈｚ、好ましくは５０－５０００Ｈｚそしてより好
ましくは２５０－２０００Ｈｚの範囲で音響を吸収するのに有用であり、好ましくは、吸
音能力は、前記の好ましい平均吸音係数に等しい。例えば、発泡体は、燃焼エンジンを備
えた車両のような少なくとも５０デシベルの音響強度に面して配置できる。
【００７０】
本発明の発泡体の他の利点は、高い平均吸音係数が低い水吸収により達成されることであ
る。それは、その近辺の金属パーツの腐食を制限することを助け、細菌及びかびの成長を
避け、そしてそれが必要とされる断熱値を改良するのに望ましい。本発明の発泡体は、１
４日の曝露のテスト期間に基づいて温かい水飽和雰囲気と発泡体（発泡体は、発泡体サン
プルの表面上に水を凝縮させるために、約０℃以下の温度に維持される）との間の５０℃
の温度勾配でＥｕｒｏｐｅａｎ　Ｎｏｒｍ（ＥＮ）１２０８８に従って測定されたとき、
好ましくは、水を１０容量％より多く、５容量％より多く、３容量％より多く、より好ま
しくは１．５容量％より多くそしてさらにより好ましくは１容量％より多く吸収しない。
【００７１】
工程（Ｂ）により製造されたポリマー発泡体は、好ましくは、 ＤＩＭ５２６１６に従っ
て１０℃の平均温度で測定して９０ｍＷ／ｍ゜Ｋ以下、さらに好ましくは７０ｍＷ／ｍ゜
Ｋ以下、さらにより好ましくは６０ｍＷ／ｍ゜Ｋ以下の熱伝導率を有する。好ましくは、
工程（Ｂ）により製造されるポリマー発泡体は、前記の好ましい容量％の範囲の１以下の
水吸収を有し、そして２０℃で水に工程（Ｂ）により製造されるポリマー発泡体の有孔表
面を曝露し、次にポリマー発泡体から表面の水分を除いた後に測定される熱伝導率は、な
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お前記の好ましい熱伝導率の範囲内にある。
【００７２】
前記の性質は、本発明を、特に戸外の環境または高湿度の環境例えば海洋の環境に曝され
る車両における音響絶縁として有用にする。
【００７３】
以下の実施例は、本発明の範囲を説明するが、決してそれを制限するものではない。別に
述べていない限り、すべての部及び％は重量により、そしてすべての温度は℃である。
【００７４】
【実施例】
実施例　１
本実施例は、本発明で使用される発泡体及び押し出し法による発泡体の製造方法を説明し
ている。表１では、本実施例で使用される発泡体がリストされている。装置は、原料供給
、溶融及び計量のための通常の連続ゾーンの終わりに混合及び冷却のための２つの追加の
ゾーンを有するスクリュータイプ押し出し機である。冷却ゾーンの末端に、ほぼ方形の形
状の開口を有するダイオリフィスが結合している。
【００７５】
０．９ｇ／１０分（ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８　１９０℃／２．１６ｋｇ）の溶融指数及び
０．９２３ｇ／ｃｍ３の密度を有する低密度ポリエチレン（ＬＤＰＥ）樹脂及びエチレン
－スチレンインターポリマー（ＥＳＩ）樹脂を、均一な速度で９９／１の比で押し出し機
中に供給する。さらに、難燃剤、ブラック着色剤コンセントレート、モノステアリン酸グ
リセロール（ＧＭＳ）及び抗酸化剤を、予定された速度で供給して所望のレベルの有効な
成分を達成する。ＥＳＩ樹脂は、ＩＮＤＥＸ（商標）ＤＳ　２０１（Ｔｈｅ　Ｄｏｗ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｍｐａｎｙから市販）である。樹脂は、エチレン及びスチレンの約
７０：３０（重量）のコポリマーであり、そして１．１（ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８　１９
０℃／２．１６ｋｇ）の溶融指数を有する。難燃剤コンセントレートは、それぞれ３７．
５％の塩素化パラフィンワックス（Ｄｏｖｅｒ　Ｃｈｅｍｉｃａｌ　Ｃｏｒｐ．から市販
されているＣｌｏｒｅｚ（商標）７６０）及び三酸化アンチモン、さらに２５％の低密度
ポリエチレン（１．８の溶融指数及び０．９２３ｇ／ｃｍ３の密度）からなる。難燃剤コ
ンセントレートは、有効なレベルの難燃剤化合物が樹脂の１００部あたり２２．５部（ｐ
ｐｈ）である速度で押し出し機中に供給される。カーボンブラックコンセントレートは、
Ｃａｂｏｔ　Ｐｌａｓｔｉｃｓ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌから市販されているＰｌａ
ｓｂｌａｋ（商標）ＰＥ３０３７であり、それは２ｇ／１０分のメルトフローレート（ 
ＡＳＴＭ　Ｄ－１２３８条件２３０℃／２．１６ｋｇに従って測定）を有するＬＤＰＥ基
本樹脂中に混合された２５％カーボンブラックである。有効なカーボンブラックのレベル
は、０．３７５ｐｐｈである。ＧＭＳ（ＩＣＩ　Ａｍｅｒｉｃａｓから市販されているＡ
ｔｍｅｒ（商標）１２９）は、１．５ｐｐｈの速度で混合ゾーン中に溶融注入される。抗
酸化剤（Ｃｉｂａ　Ｇｅｉｇｙ　Ｃｏｒｐ．から市販されているＩｒｇａｎｏｘ（商標）
１０１０）を約０．３ｐｐｈの速度で供給する。すべての固体の全供給速度は、約１７２
３ｋｇ／時であった。
【００７６】
押し出し機ゾーンで維持される温度は、供給ゾーンで約１６０℃、溶融ゾーンで２００℃
、計量ゾーンで２３０℃そして混合ゾーンで１９０℃である。イソブタンを７．２ｐｐｈ
の均一の速度で混合ゾーン中に注入する。冷却ゾーン及びダイブロックの温度は、次第に
低下されて良好な品質の発泡体を製造する。１１２℃の冷却ゾーン温度及び１１２℃のダ
イ温度で、約４３ｋｇ／ｍ３の密度及び約１．７ｍｍの平均気泡サイズを有する実質的に
独立気泡の発泡体を得る。発泡体は、約４３ｍｍの厚さ及び７５０ｍｍの幅を有する（表
１参照）。
発泡体の寸法、密度及び気泡サイズを測定し、そして結果を表１に示す。
【００７７】
【表１】
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発泡体の平板に、発泡体から発泡剤の放出を加速するために、約１０ｍｍ×１０ｍｍの正
方形のパターンで直径２ｍｍの針で孔を開ける。表１にリストされた他の発泡体物質は、
樹脂のタイプ、添加物のタイプ及びレベル及び発泡剤のレベルの僅かな変更で同様な方法
により製造される。すべての発泡体は、１平方センチあたり約１個の孔の孔密度に相当す
る１０ｍｍ×１０ｍｍのパターンで孔を開けられる。これらの発泡体の連続気泡含量は、
ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６により測定されそして表２に示される。
【００７９】
１０ｍｍ×１０ｍｍのパターンで孔を開けられた上記の発泡体に、１０ｍｍ×１０ｍｍの
パターンの孔の間に直径２ｍｍの針によりさらに孔を開けられて、５ｍｍ×５ｍｍの正方
形の孔のパターンの孔を有する発泡体が生成する。得られた孔密度は、１平方センチあた
り約４個の孔である。
【００８０】
テスト試料は、ＡＳＴＭ　Ｄ２８５６方法Ｃ及びＡに従って連続気泡含量％を測定するた
めに、発泡体の厚さ方向に直径２９ｍｍの円筒をくり抜き、次に円筒の一端を切り落とし
て厚さ約５５ｍｍの試料にすることより調製される。厚さが５５ｍｍより薄い発泡体では
、一端の表層のみを除いた。従って、テスト試料は、側面及び一端から表層を除きそして
他端で表層を有する円筒である。多孔性の発泡体（テストＮｏ．１．６）では、直径約４
５ｍｍ及び長さ３５ｍｍの円筒状テスト試料（側面及び両端から表層を除いた）を使用し
た。１０ｍｍ×１０ｍｍのパターンの孔を有する発泡体本体の追加の孔開けにより導入さ
れる連続気泡含量％の増加は、それぞれの発泡体本体について計算される。
上記の連続気泡％測定の結果を、下記の表２に示される。
【００８１】
【表２】
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【００８２】
表２に示されるように、１０ｍｍ×１０ｍｍの孔のパターンを有する発泡体は、たとえこ
れらの発泡体が１平方センチあたり約１個の孔の密度で孔を開けられているとしても、２
０％より低い連続気泡含量（方法Ａによる）を有する。比較テスト発泡体５の追加の孔開
けは、小さい平均気泡サイズのために、その発泡体の連続気泡含量をわずか８％増加させ
たに過ぎなかった。
【００８３】
発泡体の吸音係数は、インピーダンス管を使用してＡＳＴＭ　Ｅ－１０５０により測定さ
れる。装置は、ともにＢｒｕｅｅｌ　ａｎｄ　Ｋｊａｅｒ　Ａ／Ｓ，Ｎａｅｒｕｍ，Ｄｅ
ｎｍａｒｋから入手できるモデル４２０６音響インピーダンス管及びモデル３５５５信号
分析器である。この装置は、垂直の入射吸音係数を測定する。
【００８４】
連続気泡の測定に使用されたのと同じ試料は、表層を有しない末端を切断することにより
円筒が厚さ３５ｍｍに短くされた後に、使用される。比較テストＮｏ．６の発泡体では、
２９ｍｍの円筒から直径４５ｍｍの試料をくり抜く。従って、比較テストＮｏ．６の発泡
体の試料は表層を有することがなく、一方他の発泡体の試料は一端に表層を有する。先ず
、吸音を、入射する波に向かう側面に表層を有するように置かれた試料について測定され
、そして次に試料は、入射する波に面する表層を切断して、ひっくり返された後にテスト
される。吸音データは、表３に示される。
【００８５】
【表３】
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【００８６】
データは、多孔性発泡体（比較テストＮｏ．６）を除いて、１孔／ｃｍ２の発泡体は、０
．３より低いＡＳＣを有する。表層の除去は、発泡体の吸音能力をわずかに増加させるが
、ＡＳＣ値は、０．３を超えない。孔開けは、本発明による発泡体の吸音性能を顕著に増
大させるが、１．１ｍｍの気泡サイズを有する発泡体（比較テストＮｏ．５）に関するＡ
ＳＣは、さらに０．３より低い。
【００８７】
表３からも分かるように、１．７－２．６ｍｍの中間の気泡サイズを有する発泡体は、５
０－６０ｍＷ／ｍ゜Ｋの範囲の熱伝導率を有し、それは比較例Ｎｏ．６の多孔性発泡体の
熱伝導率より顕著に低い。従って、発泡体は、驚くべきことに、良好な吸音性と断熱性と
の両者を達成する問題を解決する。
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